



































回 答 者 氏 名 職　　名 インタビューの場所 インタビュー の日時
① ル （ーClaudine ROUX） ONISEP教育･情報媒体部長 ONISEP（パリ近郊ローニュ）2009年９月25日
② ロアレ（Even ROARER） INETOP所長 INETOP（パリ５区） 2009年９月23日
③ アメル（Antoinette HAMEL） CIO所長 パリ11･12区担当CIO 2010年３月16日
④ ジャルジャ（Guy JARJAT） COP リヨン市リリウー CIO 2010年３月14日
⑤ プルティエ（Danielle POURTIER）ACOP-F代表 CIO Médiacom（パリ６区）2010年３月17日
※  ONISEP（Office national d’information sur les enseignements et les professions）：国立教育・職業情報局。国民教育省の管轄
下にある進路情報の作成･普及のための機関。
※  INETOP（Institut national d’études du travail et d’orientation professionnelle）：国立労働･職業指導研究所。国内最大の進路
指導研究機関であり、またCOPの養成機関でもある。









































考え方｣ ｢２ .学校における特殊な立場｣ ｢３ .進路指導のための場所CIO｣ ｢４ .COPの養成｣ の４
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ビスを開始したことが紹介されている11。相談を担当する社員は第１水準の資格を有しており、
これはCOP免許状と同一水準にある12。若者に現実に就職可能な職業

















































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
という考え方であり、これは進路指導員や相談員が新た
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
89フランスの進路指導における質保証の論理と実践　－進路指導心理相談員の公役務をめぐる諸論議に着目して－
に心理士の専門性を備える




　同評議会は、こうしたファクターの逆転現象を ｢心理士という観念の堕落｣（dévoiement de la 
notion du psychologue）と呼ぶ29。｢心理士｣ というレッテルがCOPの提供するサービスの内容を
偏ったものにしているという意味である。表２－１と表２－２は、COPが自らに近いと考える
職業領域と職種を示したものである。衛生士や心理士といった職業が上位にあるのに対し、自ら
が｢情報提供者｣ あるいは ｢教育者｣ であるとの意識は共有されていない。
　表２－３に示されるように、この傾向はCOPの任務にも影響を与えている。進路相談が最
































職 業 領 域 割合 職　　　種 割合 任　　　務 評価
衛生士 29.0 臨床心理士／学校心理士 25.8 進路相談 3.84
社会的･文化的介入の専門家 19.0 雇用及び社会移行の相談員 17.6 プロジェクト作成の支援 3.81
社会･経済的介入の専門家 18.0 社会活動への介入者 11.3 生徒と家庭への情報提供 3.72
継続教育訓練の専門家 12.0 職業訓練の相談員 8.1 生徒の学習の観察 3.27
初期教育訓練の専門家 8.0 教育者、教育的介入者 6.8 社会移行の準備 2.95
管理運営職 6.0 普通教育の教員 4.8 進路への教育（EAO） 2.88
情報伝達･連絡の専門家 6.0 情報管理の専門家 4.7
※職業領域および職種の分類は、国立雇用局（ANPE）の職種･職業実用目録（ROME）に基づく。




































































































































INTERNATIONAL “Orientation et Mondialisation”, http://www.afec-info.org/colloque09/（2010.4.10
日））。
２ Francis Danvers, “orientation”, in Philippe Champy, Christiane Étévé(dir.), Dictionnaire encyclopédique de 
l’éducation et de la formation, 3e édition, Retz, 2005, p.691.
３ Commission européenne, OCDE, L’orientation professionnelle guide pratique pour les décideurs, 2004, 82P. こ
の報告書は、OECDおよびEU加盟国36カ国で実施した調査結果をもとに、各国における進路指
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導サービスの問題点と改善策をまとめたものである。
４ Conseil de l’Union Européenne, “Mieux inclure l’orientation tout au long de la vie dans les stratégies 
d’éducation et de formation tout au long de la vie”, Journal off iciel de l'Union européenne n°C 319 du 
13/12/2008, pp.4-7.






７ Article L.313-1, Code de l’éducation, les éditions des journalaux officiels, 2008, p.101.
８ Isabelle Borras, Claudine Romani, “La qualité de l’orientation en débat”, Bref, no 264, mai 2009, pp.3-4.
９ ACOP France, Une association de spécialisets de l’orientation. （職能団体の広報用パンフレット）
10 ACOP-F, “Le service public d’orientation et les conseillers d’orientation psychologues, http://acop-asso.
org/images/stories/acopf/texte2005.pdf （2010年７月４日）.





14 Décret no 71-541 du 7-7-1971, B.O. no 28 du 15 juillet 1971, p.1723．
15 Arrêté du 5-3-1973, B.O.no 14 du 5 avril 1973, pp.1173-1174.
16 筆者が2009年９月20日にジャルジャ氏に行ったインタビューより。
17 ACOP-F, CNAM-INETOP, Les Activites professionnelles des conseillers d’orientation psychologue résultats 
de l’enquête nationale, 2006, pp.118-120. 有効回答はCOPとCIO所長1,010名（全体の21％）である。
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課題－｣日仏教育学会『日仏教育学会年報』第15号、70-81頁。
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有しており、約25％は２つ以上の職業経験を有している（Régine Gentil, op.cit., pp.1-2.）。
33 筆者が2010年３月16日にアメル氏に行ったインタビューより。
34 Jean Guichard, “Pour une réforme des procédures et dispositifs d’orientation et d’insertion”,  Questions 
d'Orientation, Revue de l’ACOP France, n°3, 1999, pp.7-26.
35 Maryse Hénoque, André Legrand, op.cit., p.27.
36 筆者が2009年９月20日にジャルジャ氏に行ったインタビューより。
37 Luc Cédelle, op.cit., p.36.
38 ACOP-F, CNAM-INETOP, op.cit., p.132.
39 Maryse Hénoque, André Legrand, op.cit., p.29.




44 ｢能力、学習成果、進路希望｣ と ｢雇用や職業訓練の求人｣ とを一致させる ｢機械モデル」に
対して、子どもの主体的な進路形成能力を発達させる進路指導は ｢人間モデル｣ と呼ばれる
（Jean-Marie Quiesse, “l’éducation à l’orientation, mythe ou réalité?”, Olivier Brunel（coord.）, 99  questions 
sur...l’éducation à l’orientation, CNDP, 2001, question1）。
45 Circulaire No 96-204 du 31-7-1996, B.O. no 31 du 5 sept. 1996, p.2081. 教育チームは担任教員、COP、
生徒指導専門員（CPE）、資料専門員で構成される
46 全国中等教育教員組合（SNES: syndicat national de l’enseignement secondaire）によると、2007年に













51 フランスの教員養成は、教員養成大学センタ （ーIUFM: Institut universitaire de formation des 
maîtres）でなされており、６種類の適性証書、すなわち初等教育（CAPE）、中等普通教育






52 Maryse Hénoque, André Legrand, op.cit., pp.27-28.
53 我が国では学校と学校外の関係機関との間の連携は、個々の学校や地域単位では実践されている
ものの、制度的かつ体系的に行われているとは言いがたい。文部科学省はキャリア教育を推進
するための条件整備が不充分であるとの現状認識を示しており、専門的な知識を有する社会人
をキャリア･アドバイザーとして学校に招いたり、ハローワークとの連携を強化したりすること
を提案している（キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議『報告書～児童生徒
一人一人の勤労観、職業観を育てるために～』、文部科学省、2004、28-34頁）。ゆえに、CIOおよ
びCOPの職務の在り方が与える示唆は大きく、特に外部の介入者の専門性をどのように保証す
るのかという点について、国家資格を付与することで一律に質保証を実施してきた制度は興味深
い。ただし、国民教育省の改革によって、フランスの仕組みは徐々に日本型（分業を前提とせず
教員が進路指導を一手に担う）に近づきつつある。
